
社会保障審議会介護給付糞分科会  

介護予防ワーキングチーム（第7回）議事次第  

平成17年10月18日（火）  

10時から12時まで  

於：霞ヶ関東京曹舘 コ¢－ルドスタールーム  

議 題  

1．「目標の達成度に応じた評価の仕組み」に係る議論の整理（案）  

2．その他   



r目標の達成度に応じた評価の仕組み」に係る議論の整理（蓑）  

Ⅰ．基本的な考え方  

○介護予防サービスの提供に当たっては、介護予防ケアマネジメントを通じ   

て明確な巨引票設定を行い、一定期間後には所期の目標が達成されたかどう   

かを評価する「目標志向型」のサービス提供が必要であると考えられる。   

○こうした目標志向型のサービス提供を促進し、漫然とサービスが提供され   

ることを防ぐ観点からは、目標の達成度に応じた介護報酬の設定について   

も導入の方向で検討してい＜ことが適当である。   

○その際、評価については、利用者個々人に着目した評価ではなく、事業者   

全体の質を評価する観点から、事業所単位の評価（以下「事業所評価」と   

いう。）とすることが適当である。   

○なお、今回の事業所評価において、どの程度の事業所を評価に係る加算の   

対象とするのかについては、介護給付費分科会における議論も踏まえつつ   

検討がなされることとなるが、その際には、事業所評価については、今回、   

新たに導入するシステムであり、対象となる事業所をどの程度の範囲とす   

ることが事業者に最もインセンティブを持たせることが可能であるのか、   

よく実態を踏まえる必要があるとともに、その水準については、この加算   

の有無により個々の事業所の経営に著しい影響が及Jぶことがないよう設  

定することが必要であると考えられる。  

耳．評価の対象となるサービスについて   

○事業所評価の対象となる介護保険サービスについては、軽度者に対するサ  

ービス提供の実態やサービス提供の在り方も踏まえ、まずは、事業所評価   

として比較的馴染みやすい適所系サービス（「介護予防適所介護」及び「介   

護予防適所リハビリテーション」）とすることが適当であると考えられる。  
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○なお、訪問系サービスについては、適所系サービスと訪問系サービスの連   

携や、訪問系サービスを実施する事業者に対するインセンティブの付与等   

の観点から、事業所評価を導入すべきとの意見がある。ただし、事業所評   

価は新たに導入する仕組みであることから、今回は、比較的馴染みやすい   

と考えられる適所系サービスにおいて実施することとし、この実王捌犬況も   

踏まえつつ、訪問系サービスについては今後の検討課題とすることが適当   

であると考えられる。  

軋 評価の対象となる事業所lこついて  

（1）事業所の規模について   

○事業所評価に当たっては、事業所の経営の安定性の観点からは、大数の法   

則が働かない小規模事業所については、こうした評価は馴染まないのでは  

ないかと考えられる。   

○一方、事業者に対してサービス提供へのインセンティブを喚起する観点か  

らは、評価対象となる事業所数をできるだけ多くすることも必要であると  

考えられる。   

○このため、事業所の規模については、評価対象となる事業所数が著しく少  

なくならないよう配慮しつつ、利用実人員（登録者数）が一定規模以上の  

事業所を対象とすることが適当であると考えられるが、その具体的な規模  

については、現在の適所系サービス事業所の実態を踏まえつつ、検討する  

ことが必要である。  

（2）対象となるサービスの内容について  

○事業所においては、「共通的サービス」及び「選択的サービス」を提供す   

ることとなるが、在宅での生活に結びつけるという観点からは、両者を連   

携させながら実施することが重要である。  
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○一方、評価の対象となるサービスについては、介護予防の効果の観点から、   

選択的サービスの中で新メニュー（「運動器の機能向上」、「栄養改善」、「口   

腔機能の向上」）を提供する事業所やこうしたサービスの提供を受ける者   

とし、これらのサービスを提供しない事業所や利用しない者については評   

価の対象としないことが適当と考えられる。  

Ⅳ．評価の対象となる者に⊇いて   

○事業所評価であることを踏まえると、同一事業所において、一定期間以上  

継続してサービスを利用する者を対象とすることが適当であると考えら  

れる。   

○その際、どの程度の期間にするのかについては、ケアプランで設定されて  

いる期間とする方法や選択的サービスの新メニューにおいて想定される   

1クールの期間（3月問又は6月問（※））とする方法等が考えられる。  

l‾‾●‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

：※選択的サービスにおいて想定される1クールのサービス提供期間     l  
l  

・「運動器の機能向上」、「口腔機能の向上」  ：3月問  
l  

：・「栄養改善」  ：6月問  

○このうら、対象者を把握する上での簡便性を踏まえるとともに、利用者の   

中には、「運動器の機能向上」や「口腔機能の向上」のみを利用する者も   

想定されることを踏まえると、「最低3月問以上継続して同一の事業所に   

おいてサービスを受けた者」とすることが適当であると考えられる。  

Ⅴ．瀾こついて   

○事業所評価の評価指標については、「サービスからの離脱」を指標とする  

方法、「要介護度」を指標とする方法、これらを併用する方法等が考えら  

れるが、評価の客観性や簡便性を踏まえると、「要介護度」を指標とする  

ことが適当であると考えられる。  
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○その際、要介護度の「改善」に併せ、「維持」についても「要介護状態と   

なることの予防」という観点からは、評価の対象に含めることが適当であ   

ると考えられるが、サービスを利用しな＜とも一定程度の者が「維持」す   

ることも考えられることから、評価の対象とする「維持」については、要   

支援認定の更新認定において「維持」とされた者の中で、「地域包括支援   

センターが当該利用者のケアプランに照らし、設定した目標を達成したと   

認めた者」とすることが適当であると考えられる。  

○なお、その場合に、意図的に目標が低く設定されることなどが生じると、   

客観性を失うことにもなることから、地域包括支援センターにおける客観   

的な判断基準を定めることが必要であると考えられる。   

l ：※「要介護度」を指標とする方法  

1  

1  

0上記の指標を用いて原則として1年間に3月間以上同一の事業所においてサ：  
l   

－ビスを利用し、その後に更新認定を受けた者の中で、要介護度が維持又は：  

改善した者の割合が一定以上の事業所について、加算により評価することと：  

する。  
l  

Oまた、上記の指標により、具体的な評価を行うに当たっては、「維持」よ   

りは「改善」を高く評価するなど、改善の程度により評価に差を設けるこ   

とが適当であると考えられる。   

l ：※加算による評価の体系イメージ  
l  

l  

t  

l  

〈指標の内容〉  

〈加算による評価の体系例〉  

A＋B＋C  
≧○のときに加算を算定   

Z   

A＝維持の者の数（※地域包括支援センターが目標を達成したと認めた者に限る。）  

B＝1ランク（要支援2→要支援1・要支援1→非該当）改善した者の数×1．5  
■  

c＝2ランク（要支援2→非該当）改善した者の数×2  
■  
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○なお、評価を行うに当たっては、利用者の更新認定の情報等が必要とな   

るが、事業所における情報収集の困難性を踏まえるとともに、事業所に   

よる利用者の情報操作等の窓意性を排除し、より公正に評価を行う観点   

から、電子情報システムにより、評価を行うプロセスにおいて必要とな   

る情報を確保することが適当であり、そのために、既存の請求システム   

等を活用することなどが考えられる。  

○併せて、このようなシステムの活用によって、評価に関わる者の事務負   

担が過剰にならないような配慮も重要であると考えられる。  

Ⅵ．実施時期について   

○事業所評価の実施時期については、事業者において選択的サービスの新メ   

ニューを提供することを促進する観点から、平成18年4月より評価対象   

の要件を満たした事業所を順次その対象とし、平成19年4月から評価を  

開始することが適当であると考えられる。  

Ⅶ．その他  

（1）利用者の一割負担との関係について   

○事業所評価に係る加算については、利用者負担の軽減という観点から、ケ   

アマネジメントの一環として、介護予防ケアマネジメントに係る報酬とす   

るという考え方もあるものの、地域包括支援センターの事務負担を考慮す  

ると、事業者に対して直接給付することが適当であると考えられる。   

○このため、当該事業者によるサービスを利用した者に対しては、事業所評   

価に係る加算部分の一割負担が生じることとなるが、利用者に対しては、  

目標達成度の高い事業所であることから利用者負担も高くなることにつ  

いて、ケアプラン作成時に十分な説明を行うことが必要である。  
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（2）その他  

○目標の達成を評価するに当たっては、利用者本人の努力を評価し、利用者   

本人の意欲を積極的に引き出すような制度上の仕組みも、長期的課題とし   

て検討が必要であると考えられる。  

○また、利用者から選択されることも事業所にとっての評価に当たると考え   

られることから、介護報酬以外の対応として、事業所ごとの目標の達成度   

合いを第≡者が中立的な立場から客観的指標により評価し、その結果を介   

護サービス情報として公開していくことも推進することが必要であると  

考えられる。  
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